
（表１）　所得税等の確定申告書の提出状況の推移

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、前年からの増減率である。

（表２）　所得税等の納税人員の申告状況の推移

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、前年からの増減率である。

（注）３　申告納税額は、所得税と復興特別所得税の合計額である。

（表３－１）　所得税等の主たる所得区分別申告人員

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、合計に対する割合（構成比）である。

（注）３　増減率は、令和３年分に対するものである。
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（表３－２）所得税等の主たる所得区分別所得金額等

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、合計に対する割合（構成比）である。

（注）３　増減率は、令和３年分に対するものである。

（表４-１）　土地等の譲渡所得の申告状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　総合譲渡所得に係る計数を含む。

（表４-２）　株式等の譲渡所得の申告状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　上段は、譲渡損失を翌年以降へ繰り越した方の計数である。
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（表５）　個人事業者の消費税の申告状況

外 外 

外 外 

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　外書は、地方消費税である。

（注）３　括弧書は、合計に対する割合（構成比）である。

（表６）　贈与税の申告状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　暦年課税のうち、特例税率に係る人員には、一般税率との併用者を含む。

（注）３　相続時精算課税に係る人員には、暦年課税との併用者を含む。

（表６－付）　住宅取得等資金の非課税の申告状況

（注）　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
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（表７）　所得税等の確定申告書のe-Taxによる送信方式別提出人員

人 人 人 人 人

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。
（注）２　括弧書は、確定申告人員に対する割合（構成比）である。
（注）３　「マイナンバーカード方式」及び「ID・パスワード方式」は、平成31年１月から運用開始。

（参考１）　スマートフォン等を利用した提出人員

人 人 人 人 人

（注）　スマートフォン等を利用した提出は、平成31年１月から開始された施策である。

（参考２）　マイナポータル連携を利用した人員

 （注）　令和２年分及び令和３年分は翌年４月15日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

地方公共団体会場からのe-Tax（データ引継）
(4.7) (6.6) (7.1)

24,311 33,777

25,059

36,726

自宅からe-Taxで提出 3,853 9,284

マイナンバーカードでの送信 -

ＩＤ・パスワード方式での送信 3,853 8,458

56 6,088

税理士による代理送信

60,560

119,537 120,318 120,521

確定申告会場からのe-Tax
(16.0)

80,582 76,565

56,760

平成30年分 令和元年分 令和２年分

17,443

7,704

マイナンバーカード方式での送信

その他の従来の方式での送信
(0.3) (0.3) (0.4) (0.6) (1.0)

1,411 1,369 2,020 2,914 5,422

(14.4)

9,613 11,983 26,063 45,273 74,668

ID・パスワード方式での送信
(4.1) (5.8) (7.2) (7.9) (7.3)

21,287 29,911 37,276 41,158 37,769

(8.7)(1.9)

外 10,272 外 6,732 外 7,633 外 6,104

(8.2) (11.0)

117,85989,34565,359

(22.0) (22.7) (23.2) (23.2) (23.3)

9,739

スマートフォン等を
利用した提出人員

7,119 16,958

【国税局計】

令和元年分

(60.3)

355,700

自宅等からのe-Tax
(28.3) (31.2)

146,505

(12.7) (17.2) (22.7)

298,187 312,702253,979 274,447

納税者本人による送信

令和２年分

(35.8) (40.4)

32,311 43,263

24,700

外 10,218

60,783

(14.8)

160,088

(57.8)

518,148

(68.6)

114,194 116,825

(46.0)

令和４年分

78,240

48,698

35,340

13,358

184,896 209,663 238,380

(6.2) (8.4)

42,256

令和３年分 令和４年分

518,352

(11.7) (11.7)

(2.3) (5.0)

826

【参考】（外　確定申告会場で作成・書面で提出）

e-Tax利用人員
(49.0) (53.4)

令和２年分 令和３年分 令和４年分

確定申告人員
518,371 513,525

平成30年分

(15.7)

83,163

516,178

利用人員
人 人 人

令和３年分

45,691

29,803

16,116

13,687
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（表８）　ＩＣＴを利用した所得税等の確定申告書の提出人員

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、確定申告人員に対する割合（構成比）である。

（注）３　「地方公共団体会場で作成・e-Taxで提出」は、平成29年１月から運用開始。

（表９）　ＩCＴを利用した贈与税の申告書の提出人員

人 人 人 人 人

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、申告人員に対する割合（構成比）である。

（表10）　閉庁日における申告相談等の状況（所得税等）

（注）　括弧書は、合計に対する割合（構成比）である。

(51.6) (56.0)

(8.2)

令和２年分 令和３年分

(73.0)

129

6,732 7,633

(77.1) (80.8) (82.3)

税務署で作成・書面で提出

1回目
(４年分：2月19日)

2,594

税務署でのＩＣＴ利用

税務署で作成・e-Taxで提出

152

申告人員

10,272

(47.3)

909

(52.7)

1,011

1,920

件

1,059

【国税局計】

6,104

87,314 84,198

10,218

71,001

83,163 80,582 76,565

令和３年分

10,637 10,666 10,360 11,339

令和４年分

相談件数
申告書
収受件数

件

1,098

2,157

確定申告会場で作成・e-Taxで提出

ＩＣＴ利用人員

自宅等からのＩＣＴ利用

各種会計ソフト等で作成・e-Taxで提出

国税庁HPの作成コーナーで作成・e-Taxで提出

(14.6)

3,795 3,912 4,350

549 900

確定申告会場で作成・書面で提出

2回目
(４年分：2月26日)

(49.0)

(37.6)

3,554 2,410

133

10,398

(83.1)
8,640

令和４年分

60,560

(61.8)

(43.7)

82,063

(12.9)
66,664

105,121 105,094 104,001 99,330

44,535 75,857 98,149

8,523

(85.7)

自宅等からのＩＣＴ利用
320,443

8,199

各種会計ソフト等で作成・e-Taxで提出

国税庁HPの作成コーナーで作成・e-Taxで提出

地方公共団体会場で作成・e-Taxで提出
(7.1)(6.6)(4.7)

56,760
(11.0)

(59.6)

101,970 104,371

国税庁HPの作成コーナーで作成・書面で提出

6,715 6,968

513,525

(18.0)

55,717

113,656

124,724

386,273

251,626

確定申告人員

ＩＣＴ利用人員

(63.1)
9,930

人

265,182 288,897 308,993

(17.0) (16.3) (13.7)
93,435

443,867

518,352

人

518,148

令和４年分

409,821 422,250
(71.3)

(48.5)

人

516,178

24,311

385

(67.2)

人 人

518,371

平成30年分 令和元年分

369,372

平成30年分 令和元年分 令和２年分

2,503 3,028

件 件 件 件 件

(51.0)

8,621

60,783

(14.0)

1,736

(62.4) (51.4)

2,064 1,504 1,550 950 1,038 1,108 1,087

件 件

国税庁HPの作成コーナーで作成・書面で提出

確定申告会場でのＩＣＴ利用

(68.5)
7,125

4,096

1,082

1,947

(14.6)
1,515

158 164

1,652

1,382

(15.5) (15.0)
1,484 1,653 1,559

1,332

(65.3)

1,524 1,401 1,488

6,964

2,703

8,278

3,736

470

2,260 2,260

平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分

相談件数
申告書
収受件数

相談件数
申告書
収受件数

相談件数
申告書
収受件数

相談件数
申告書
収受件数

1,345 1,490 906 1,061 900 1,074 1,152 1,173

件

(56.3)

合　　計
3,081

42,25636,72633,777

(87.6)

109,039 111,514

(75.2) (79.4) (81.5)

1,850 2,1122,611

(48.6)
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（表11）　寄附金控除等の適用状況

万円 人万円 人万円 人万円 人万円 人

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　各欄の上段は、控除額の合計である。
　　　３　「合計」欄は、所得控除と税額控除の重複適用があるため、所得控除と税額控除の合計とは一致しない。

（表12）　医療費控除の適用状況

人 人 人 人 人

（注）　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（表13）　雑損控除等の適用状況

万円 人万円 人万円 人万円 人万円 人

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元年分～令和３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　各欄の上段は、控除額の合計である。

（表14）　確定申告会場にマイナンバーカードの申請コーナーを設置した地方公共団体

（表15）　暗号資産取引に係る収入がある方のその他の雑所得の状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　２　「その他の雑所得」とは、雑所得のうち「公的年金等の雑所得」、「業務に係る雑所得」以外をいう。
　　　３　上記は、「その他の雑所得」がある方のうち、暗号資産取引に係る収入がある方の計数である。このため、「その他の雑所得」の金額には、

　　　　暗号資産取引に係る収入以外の収入（個人年金保険等）に係る所得を含む。

941

160 148

554 205

62,801

令和２年分

28,557

989

324

市町村等県

496

74,864

災害減免額
（税額控除） 180 135

平成30年分 令和元年分 令和２年分

合計
47,772 51,024

令和３年分 令和４年分

32,518

86,276

令和３年分 令和４年分

151,773 153,368

455 716

148,378

573 710

609

石川県 七尾市

敦賀市福井県

40,737 43,356

寄附金控除
（税額控除）

14,025

10,864

平成30年分

雑損控除
（所得控除）

9,920

富山県富山県

52,931 30,399

平成30年分 令和元年分

寄附金控除
（所得控除）

562,155 576,294

【国税局計】

117

令和元年分

503

医療費控除 160,347 158,376 151,284

セルフメディケーション
税制による特例

456 479 432

15,921

令和２年分

690,579

54,814

令和３年分 令和４年分

827,095 952,803

67,235 78,789

19,257 19,161

11,798 12,491

19,135

11,984

令和３年分

人

令和４年分

人

申告件数
1,692 727

万円

86,563

万円

その他の
雑所得金額 547,150
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